様式第１号（別表関係）

番　　　　　号

　　年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(実施主体の代表者)

住　所

企業名

代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　　　印

自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付申請書

　　平成　　年度において、自動車関連新技術開発支援事業費補助金の交付を受けたいので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を申請します。

記
１　補助事業の事業計画名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　実施主体構成員

　　　代表者

　　　連携者（産業単独型の場合は不要）
３　補助事業に要する額 　　  金　　　　　　　　　　円

４　補助金交付申請額　　　   金　　　　　　　　　　円
（添付書類）

ⅰ）補助事業計画書（別紙１）

ⅱ）収支予算書（別紙２）

ⅲ）その他知事が必要と認める書類

様式第１号の別紙１
補助事業計画書
１　申請者の概要

　(1) 実施主体の代表者
	名称　
	

	代表者名及び役職名　
	

	住所　
	

	本社所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注）上記住所と同一の場合は記載不要

	操業年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　

	電話番号　　
	
	FAX番号　
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　
	

	連絡者名及び役職名　
	

	資本金(出資金)
	　千円　
	従業員
	　　人　

	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	主たる製品等
	


　(2) 連携者（産業単独型の場合は不要）
	名称　
	

	代表者名及び役職名　
	

	住所　
	

	本社所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(注）上記住所と同一の場合は記載不要

	操業年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　

	電話番号　　
	
	FAX番号　
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　
	

	連絡者名及び役職名　
	

	資本金(出資金)
	　千円　
	従業員
	　　人　

	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）

	主たる製品等
	


２　事業の概要

	(1) 事業計画名
	

	(2) 事業の主たる実施場所
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(3) 事業実施期間
	　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	(4) 事業の概要
	

	(5) 他の補助金等の交付(申請)状況
	


３　事業内容

 (1) 製品開発の具体的な取組内容
	(注)事業を行う目的・手段について、工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な研究開発、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してください。



(2) 主な工程ごとのスケジュール

　事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	
	　月
	　　月
	　月
	　月
	　月
	　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 (3) 実施体制
	(注)製品開発で実施する業務内容と、関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、外部機関等からの技術指導を受ける場合もその内容等を言及し、製品開発の実施過程で必要な技術等をどのように手立てするのかを具体的に記載してください。



 (4) 事業効果
	(注)事業の成果の実現により目指す会社経営の展開等について、具体的な取引先等に触れながら記載してください。



様式第１号の別紙２
収支予算書
１　収入

(単位：円)
	区　　　　　分
	補助事業に要する経費
	資金の調達先

	補　　助　　金
	
	

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


２　支出

(単位：円)
	区　　分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額
	備　　考

	製品試作費及び

性能試験費
	
	
	
	

	そ　　の　　他
	
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	　
	


(注) 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費のうちで補助対象となる経費」をいい、消費税は含まれないこと。

３　経費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	費目
	仕様等詳細
	数量
	単位
	単価
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費(注)

	
	
	内容
	
	
	
	
	
	

	製品製作費及び性能試験費

試　　作　開　発　費
技　術　導　入　費


	材料費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工具器具費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	専門家謝金
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設使用料
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	分析測定費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	展示会等出展費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計
	
	


(注) 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費のうちで補助対象となる経費」をいい、消費税は含まれないこと。
様式第２号（別表関係）

番　　　　　号

　　年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　様

(実施主体の代表者)

住　所

企業名

代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　印

自動車関連新技術開発支援事業変更(中止、廃止)承認申請書

　　平成　　年　月　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金の交付の決定の通知があった自動車関連新技術開発支援事業の実施について、次の理由により事業を変更(中止、廃止)したいので、岩手県補助金交付規則により、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　変更(中止、廃止)の理由

２　変更の内容

３　変更(中止、廃止)の時期

注1） 変更の場合は、事業計画書（様式第１の別紙１）を添付すること。その際、変更前と変更後を容易に比較対照できるように、変更に係る部分について二段書きにし、変更後を括弧書きで上段に記載すること。そのほか、交付申請時に添付した書類に変更、追加がある場合には、その関係書類を添付すること。

注2） 中止、廃止の場合は、「２　変更の内容」は記載不要。
様式第３号（別表関係）

番　　　　　号

　　年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(実施主体の代表者)

住　所

企業名

代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　印

自動車関連新技術開発支援事業費補助金請求書

　　平成　年　月　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金の交付の決定の通知があった自動車関連新技術開発支援事業が完了したので、岩手県補助金交付規則により、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を請求します。

金　　　　　　　　円

交付決定額　金　　　　　　　　円

（添付書類）

ⅰ）製品開発結果報告書（別紙１）

ⅱ）収支実績書（別紙２）

ⅲ）その他参考となるもの
様式第３号の別紙１
自動車関連新技術開発支援事業結果報告書

１　事業の概要

	(1) 事業計画名
	

	(2) 事業の主たる実施場所
	

	(3) 事業実施期間
	年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

	(4) 事業の概要
	

	(5) 製品開発の成果
	

	(6) 今後の実用化・事業化等の計画・見込み
	


２　事業内容

  (1) 製品開発の具体的な取組内容
	(注)事業を行う目的・手段について、工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な研究開発、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標及びその具体的な達成手段を記載してください。



(2) 主な工程ごとのスケジュール

　    事業実施期間：　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日
	
	　月
	　　月
	　月
	　月
	　月
	　月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


(3) 実施体制
	（注）実施した補助事業に従事した者のそれぞれが担った役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、支援機関等からの技術指導を受けた場合もその内容等について言及し、製品開発の実施過程で必要な技術等をどのように手立てしたかを具体的に記載してください。



(4) 事業効果
	(注)事業の成果の実現により目指す会社経営の展開等について、具体的な取引先等に触れながら記載してください。



様式第３号の別紙２
収支実績書
１　収入 　　　                                                      　　　　　　　

(単位：円)
	項　　目
	金　　　　　　　　額

	補　助　金
	

	自己資金
	

	借　入　金
	

	そ　の　他
	

	合計
	


２　支出

(単位：円)
	区　　分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額
	備　　考

	製品試作費及び

性能試験費
	
	
	
	

	そ　　の　　他
	
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	　
	


(注) 「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費のうちで補助対象となる経費」をいい、消費税は含まれないこと。

(注) 計画額と実績額が著しく相違するときは、その理由を別紙に記入すること。
３　支出明細

	費目

	


	管理No.
	支払

年月日
	支払先
	内容および

仕様等詳細
	数量
	単位
	単価

（円）
	補助事業に要する費用

（支払額）
	補助対象

経費
	補助金の額

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	


(注１) 支出明細は材料費、機械装置費、工具器具費等、費目別に記入のこと。　

(注２) 添付する証拠書類（見積書、仕様書、契約書、発注書、請求書、支払証明書、などの写し）の右上に管理No.を記入し、順番に整理して各支出明細書の後に添付すること。

(注３) 「補助対象経費」には消費税が含まれていないことを確認すること。

(注４) 「補助金の額」は左記補助対象経費の1/2以下であること。

様式第４号（第９関係）

番　　　　　号

　　年　　月　　日

　岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(実施主体の代表者)

住　所

企業名

代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　印

自動車関連新技術開発支援事業遂行状況報告書

平成　　年　月　日付け岩手県指令　　第　　号で補助金の交付の決定の通知があった自動車関連新技術開発支援事業について、自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付要綱第８の規定に基づき、　　　年　月　日現在における遂行状況を次のとおり報告します。

１．遂行状況

２．補助対象物件等の状況                                                     

	 経費
 区分
	（費　目）

種　　別
	 仕
 様
	 単
 位
	 数
 量
	 単
 価
(円)
	金
額
(円)
	発  注
年月日
	入　手
年月日
	支  払
年月日
	補助金
交  付
決定額
(円)
	備  考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注１) 申請書の内容説明書と対応させて製品試作等の経過とその成果を簡明に記入すること。
(注２) 製品試作等の日程と実績とを比較して、遅速のある場合はその理由を記入すること。
(注３) 自家製造の場合においては、この表中「発注」年月日とあるのは「着手」と、「入手」とあるのは「完成」と読み替えること。
様式第５号（第10関係）
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(実施主体の代表者)

住　所

企業名

代表者(職氏名)　　　　　　　　　　　　印

平成    年度消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
  自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付要綱第10第1項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　                                                          　　
２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額　  　　　　　　　　　円
              　　　　　　　　　　　　                                           

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税額に係る

仕入控除税額　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額(上記３の額から上記２の額を引いたもの)　　　　　　　　　　　　　円
(注１) 別紙として積算の内訳を添付すること。
(注２) 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の５パーセント相当額が消費税及び地方消費税額に係る仕入控除額による減額等の対象額ではない。







